
◎基本情報

主

副

○ 対象 ● 対象外 ○ 対象 ● 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 0 44,197,000 27,718,024 16,577,945

事業費

の内訳

令和3年度決算

・補助金　２６，３４３，８００千円
・委託料　１，１９５，２５１千円
・役務費　１１２，８６２千円
・使用料　１，７７３千円
・その他　６，７３８千円
※財源は全額国庫補助

令和4年度予算

令和４年度繰越　１６，５３４，７４５千円

人工 0.0 0.0 8.0 6.0

人件費 0 0 57,600 43,200

事業費 0 44,197,000 27,660,424 16,534,745

うち特定財源 0 44,197,000 27,660,424 16,534,745

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

令和4 年度

関連法令・条例・
要綱等

令和３年度子育て世帯等臨時特別支援事業支給要領の改正について（令和３年１２月府政経運第４２３号）
札幌市住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金支給事務実施要綱

他都市の状況

全国の市町村で実施

実施結果

・令和３年度住民税非課税世帯支給実績
　１００，０００円×２６２，９５２件＝２６，２９５，２００，０００円
・家計急変世帯支給実績
　１００，０００円×４８６件＝４８，６００，０００円

事業実施における
工夫点

なし

対象者 住民税非課税世帯等（課税者の被扶養者のみからなる世帯除く） 開始 令和3 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、住民税非課税世帯等の生活を速やかに支援するため。

長期

－

取組内容

「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策（令和３年１１月１９日閣議決定）」に基づき、全国一律の制度として、
住民税非課税世帯及び家計急変世帯に対して１世帯当たり１０万円の現金給付を実施する。
【対象世帯数】
・令和３年度住民税非課税世帯　約３２万世帯
・家計急変世帯　約１万世帯（見込み）
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◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外 □ 回答 □ 反映

○ A ○ B ○ C ● 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ● 現状維持 ○ 休止・廃止

○ 拡充 ○ 現状維持 ○ 縮小 ● その他

千
円

今回の評価

評価の理由
内閣府の通知で定められた内容（対象者、支給額、実施手法等）のとおり、事業を実施している。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

内閣府の制度設計上、事業の年度内完了が困難なため。

予算
令和４年度繰越　１６，５３４，７４５千円

見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

なし
見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

省略

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

同上

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

同上

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

内閣府の通知で定められた内容（対象者、支給額、実施手法等）のとおり、事業を実施している。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

同上

項目 判定 理由

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

成果指標１

指標名 設定していない

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

活動指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

活動指標１

指標名 設定していない

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定


